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要綱第 192 号 
 
 
 
  （趣  旨） 
第１条 この要綱は、品川区立障害者住宅条例（平成 14 年品川区条例第 24 号。 
  以下「条例」という。）および品川区立障害者住宅条例施行規則（平成 14 年 
  品川区規則第 47 号。以下「規則」という。）について必要な事項を定めるも

のとする。 
  （入居者の要件） 
第２条 条例第３条第１項に規定するひとり暮らしとは、次の各号に該当する 
  場合をいう。 
  （１）住民票上等の世帯構成にかかわらず、現に単身で居住していること。 
  （２）近隣（徒歩で約５分の範囲）に親族がいないこと。 
第３条  条例第３条第１項第４号に規定する住所を有していることとは、住民

基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）による住民票に記載されている住所

に現に居住していることをいう。 
  （入居の申請） 
第４条  品川区立障害者住宅（以下「住宅」という。）の入居申請の受付につい 
ては、次の各号に定めるところによる。 



  （１）入居申請書は、受付期間内に本人が直接持参することとし、面接のう 
えこれを受理するものとする。 

  （２）申請者の年齢および区内居住期間の計算の基準日は、当該住宅の入居 
   可能日現在とする。 

  （調  査） 
第５条  調査の方法は、次のとおりとする。 
  （１）書類審査  入居申請書の記載事項、生活保護法（昭和２５年法律第１ 
      ４４号）による保護受給の有無および特別区民税の課税状況等について、 
      品川区備付の公簿で確認する。 
  （２）実態調査  前号の書類審査により、条例第３条に定める入居者の要件 
      を備えている者について居宅を訪問し、申込みの理由等について事情を 
      聴取するほか、住居の状態等およびその他の事項について、調査票（第 
      １号様式）に基づき調査する。 
  （審査会） 
第６条  規則第５条２項および第３項に規定する品川区障害者住宅運営審査会 
  （以下「審査会」という。）は、区長の諮問に応じ次の事項を審議する。 
  （１）住宅の入居者および補欠者の選考に関すること。 
  （２）入居承認の取消しに関すること。 
  （３）住宅の管理および運営上の必要な事項に関すること。 
２  審査会は、次に掲げる者を委員として構成する。 
（１）福祉部長 
（２）障害者施策推進担当部長 
（３）福祉計画課長 
（４）高齢者福祉課長 
（５）高齢者地域支援課長 
（６）障害者支援課長 
（７）生活福祉課長 
（８）品川区民生委員協議会会長 
（９）品川区障害者団体連絡協議会会長 

３  審査会は、福祉部長が招集し主宰する。 
４  審査会の庶務は、福祉部障害者支援課において処理する。 
  （誓約書の提出） 
第７条  住宅の入居の承認を受けた者は、速やかに誓約書（第２号様式）を提 
出しなければならない。 

  （使用料の減額の決定） 
第８条  住宅の使用料の減額は、毎年７月１日の所得状況を品川区備付の公簿 



  で調査し、７月１日から翌年６月３０日までの月額を決定する。 
２  前項の規定にかかわらず、生活保護受給者について生活保護法の住宅扶助 
  の基準が改定された場合は、改定以降の住宅扶助額を使用料とする。 
３  月の中途で生活保護が開始または廃止となった場合は、規則第８条の例に 
  より日割りによって計算する。 
  （費用負担） 
第９条  条例第８条第３号に規定する費用は、次に掲げるものとする。 
  （１）入居および明け渡しに要する費用 
  （２）入居中の畳交換等の修繕費用 
  （３）入居者が備え付けた物に要する修繕等の費用 
  （４）前各号に掲げるもののほか軽易な修繕に要する費用 
  （５）共益費 
付則 
この要綱は、平成 14 年９月１日から適用する。 
付則 
この要綱は、平成 21 年４月１日から適用する。 
付則 
この要綱は、平成 22 年１月１日から適用する。 
付則 
この要綱は、平成 24 年７月９日から適用する。 
付則 
この要綱は、平成 27 年４月１日から適用する。 
付則 
この要綱は、令和 4 年 1 月 11 日から適用する。 
付則 
この要綱は、令和 4 年４月１日から適用する。 
付則 
この要綱は、令和 8 年 8 月 1 日から適用する。 
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